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1.  22年9月期の連結業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 665,640 1.8 9,316 32.3 9,983 26.7 5,035 19.7
21年9月期 653,924 1.9 7,039 45.9 7,878 38.2 4,207 50.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 134.44 ― 7.7 5.0 1.4
21年9月期 112.15 ― 6.7 4.0 1.1

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  △90百万円 21年9月期  93百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 205,988 68,116 32.9 1,807.55
21年9月期 196,833 64,012 32.3 1,698.51

（参考） 自己資本   22年9月期  67,700百万円 21年9月期  63,618百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 13,417 △3,120 △1,416 38,686
21年9月期 7,402 △6,541 △2,751 29,806

2.  配当の状況 

（注）22年9月期期末配当金の内訳 記念配当 5円00銭 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― 12.50 ― 14.50 27.00 1,011 24.0 1.6
22年9月期 ― 13.50 ― 20.00 33.50 1,254 24.9 1.9
23年9月期 

（予想）
― 17.00 ― 18.00 35.00 24.5

3.  23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

336,000 2.5 4,560 0.1 4,930 0.1 2,530 △6.7 67.55

通期 683,000 2.6 9,320 0.0 10,000 0.2 5,350 6.2 142.84



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 － ） 除外 ―社 （社名 － ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 38,153,115株 21年9月期 38,153,115株
② 期末自己株式数 22年9月期  698,524株 21年9月期  697,673株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年9月期の個別業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 522,515 2.4 8,141 39.2 8,857 32.0 4,604 25.8
21年9月期 510,319 2.7 5,848 31.1 6,707 23.5 3,660 41.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年9月期 122.93 ―
21年9月期 97.59 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 182,901 64,787 35.4 1,729.77
21年9月期 174,109 61,130 35.1 1,632.08

（参考） 自己資本 22年9月期  64,787百万円 21年9月期  61,130百万円

2.  23年9月期の個別業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について
は、3ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

264,000 2.1 4,030 0.1 4,300 △2.0 2,160 △10.9 57.67

通期 534,000 2.2 8,150 0.1 8,700 △1.8 4,780 3.8 127.62



（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、新興国の経済成長あるいは政府の経済対策等により、企業収益に緩や

かな回復の兆しがみえましたが、依然として雇用情勢は改善が見られず、先行き不透明感から個人消費は力強さを

欠き、引き続きデフレ傾向で推移しました。 

 食品流通業界においても、生活防衛を意識した節約型消費が顕著であり、商品の低価格化の進行も相まって、売

上の確保が非常に厳しい状況にありました。 

 こうした中で当社グループは、消費者のニーズに対応した商品の開発・拡販・品揃え提案等をさらに推進し、小

売業との取り組みを一層強化するとともに、諸経費の徹底した見直し及び業務全般の生産性向上等による効率的な

経営に努めてまいりました。  

  この結果、当連結会計年度における売上高は、７月～９月が猛暑の影響で好調に推移したこともあり、前期に比

べ1.8％増加し6,656億40百万円となりました。利益につきましては、不採算取引の改善等による利益管理及び物流

コストをはじめ諸経費の抑制を徹底したこと等により、営業利益は93億16百万円（前期比32.3％増）、経常利益は

99億83百万円（前期比26.7％増）、そして当期純利益は50億35百万円（前期比19.7％増）となりました。 

  

②セグメント別売上の状況 

（商 品 別） 

 節約型消費による内食関連商材が比較的好調に推移したことにより、「調味料」「インスタント」が前期に比べ

それぞれ76億19百万円（6.9％増）、48億56百万円（3.6％増）の増加となりました。また、第３四半期まではスー

パーやコンビニエンス業態等での販売が低調であった「飲料」が、昨夏の天候不順から今夏は猛暑となった影響を

受け、前期に比べ34億51百万円（2.9％増）の増加となりました。一方、「嗜好品」は、一部の大手小売業との取

引減により30億69百万円（3.9％減）の減少となり、「酒類」も、若者のアルコール離れ及び低価格化の進行等に

より７億94百万円（1.4％減）の減少となりました。 

（業 態 別） 

 大手得意先との取り組み強化により、「地域大手スーパー」「大手スーパー」に対する売上が前期に比べそれぞ

れ123億15百万円（4.7％増）、58億38百万円（3.5％増）の増加となりました。一方「コンビニエンス」は、大手

チェーンの販売が低調に推移したことにより、前期に比べ26億77百万円（3.0％減）の減少となりました。また、

厳しい価格競争の影響並びに流通構造の変化等により「卸問屋」「単独スーパー・小売店」との取引は引き続き縮

小し、前期に比べそれぞれ26億53百万円（5.4％減）、６億22百万円（1.0％減）の減少となりました。 

   

③次期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、政府の経済施策の効果は不透明であり、雇用情勢・年金問題等の将来への不安の

解消が進まないことに加え、円高・株安等による国内景気への影響、個人消費の回復の遅れや価格競争の進行等、

非常に厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

 このような環境の下、当社グループとしましては、売上の拡大に向けた取引先との関係を一層強化するととも

に、付加価値の高い商品の開発・拡売等により適正利益を確保してまいります。また、企業体質の強化をさらに推

進するため、引き続き営業力の強化、徹底した物流及び業務の生産性向上を図るとともに、内部統制システムを確

立し、経営基盤を一層強固なものにしてまいります。 

 次期の業績見通しとしましては、連結売上高6,830億円（前期比2.6％増）を計画し、営業利益93億20百万円（前

期比0.0％増）、経常利益100億円（前期比0.2％増）、そして当期純利益は53億50百万円（前期比6.2％増）を見込

んでおります。 

１．経営成績



（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ91億55百万円増加し、2,059億88百万円となりま

した。 

 流動資産は、現金及び預金や売上債権が増加したことから、108億26百万円増加し1,314億15百万円となりまし

た。また固定資産は、物流機器等のリース資産が増加したものの、投資有価証券評価損の計上等により投資有価証

券が減少したこと等により、16億70百万円減少し745億73百万円となりました。 

 流動負債は、主に仕入債務が増加したことから、43億63百万円増加し1,303億50百万円となり、固定負債は、リ

ース債務の増加等により６億87百万円増加し75億20百万円となりました。 

 そして純資産は、当期純利益の増加等により41億４百万円増加し681億16百万円となり、その結果自己資本比率

は32.9％となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ88億80百万

円増加し、386億86万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは134億17百万円の資金の増加となりました。その主な要因は、税金等調

整前当期純利益89億41百万円、減価償却費33億35百万円、仕入債務の増加100億60百万円により資金が増加し、

一方、売上債権の増加57億92百万円等により資金が減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは31億20百万円の資金の減少となりました。その主な要因は、固定資産及

び投資有価証券の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動によるキャッシュ・フローは14億16百万円の資金の減少となりました。その主な要因は、配当金の支

払によるものであります。 
  
（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

２．時価ベースの自己資本比率の計算における株式時価総額の計算は、自己株式相当額を控除して計算して

おります。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。 
  
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と認識し、収益力の向上と財務体質の強化を図りなが

ら、安定的かつ業績に見合う適正な配当を維持することを基本方針としております。 

 内部留保金につきましては、経営基盤のさらなる強化に向けて、物流機能の充実、情報システムの高度化及び新規

事業投資等に積極的に活用してまいりたいと考えております。 

 この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、１株につき15円の普通配当に、平成22年９月14日に発表の

通り、株式上場20周年の記念配当５円を加えた20円とすることを予定しております。これに伴い、すでにお支払いし

ております第２四半期配当、１株につき13円50銭を合わせた年間配当金は１株につき33円50銭となります。次期の年

間配当金につきましては１株につき35円（第２四半期配当17円、期末配当18円）を予定しております。 

  平成18年９月期 平成19年９月期 平成20年９月期 平成21年９月期 平成22年９月期

自己資本比率（％）  32.5  31.0  31.7  32.3  32.9

時価ベースの自己資本 

比率（％） 
 30.6  27.8  24.1  29.3  22.4

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率（年） 
 0.4  0.3  0.1  0.1  0.1

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
 186.0  200.5  384.0  295.9  1,637.8



 当社グループは加藤産業株式会社（当社）及び子会社16社、関連会社２社より構成されており、食品卸売業を主な

事業内容とし、さらに物流及びその他サービス等の事業活動を展開しております。  

 当社グループの事業に係わる各社の位置づけ及び事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 （１）当社グループの事業に係わる各社の位置づけ 

食品卸売事業………当社及び子会社九州加藤㈱は加工食品の卸売を、子会社ケイ低温フーズ㈱は低温食品の卸売

を、子会社カトー菓子㈱は菓子の卸売を、子会社ヤタニ酒販㈱、カトー酒販㈱及び関連会社三

陽物産㈱、エス・エイ・エスジャパン㈱は酒類・加工食品の卸売を、カトー農産㈱は農産物の

卸売を行っております。また、子会社和歌山産業㈱は当社グループで販売する商品の一部を製

造加工しております。 

その他の事業………当社の物流業務の一部を子会社カトーロジスティクス㈱、沖縄ロジスティクス㈱及びマンナ運

輸㈱に委託して行っております。また、子会社加藤不動産㈱は当社グループの保険代理店業務

等を行っており、子会社㈱アドバンス・キッチンは飲食業フランチャイズ加盟店を運営してお

ります。  

  

 （２）事業系統図 

  

 
  

２．企業集団の状況



（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「生販両層にとって最も価値ある存在」として、食品の安全性の追求及び流通の効率化の推進を

通じて、人々の食生活の向上に寄与することを使命と考え、その実現に向けてグループ各社が専門分野における機能

を十分に発揮し、また効果的に連携してグループ全体の価値の最大化を図ることを基本方針としております。 

 そして、いかなる経営環境の変化に対しても常に迅速かつ適切に対応し、最適な流通サービスをローコストで実現

できる企業体質及び体制を作り上げ、収益力の向上に努めるとともに、積極的な経営施策を展開して成長を継続する

ことにより、株主の皆様・お取引先・従業員・地域社会など広く関係者のご期待に応えてまいりたいと考えておりま

す。 

  

（２）目標とする経営指標・・・＜（３）中長期的な会社の経営戦略＞に包括して記載しております。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 今後の食品流通業界におきましては、国内人口の減少、少子・高齢化等により食品市場規模の拡大が見込めないな

か、企業間競争がますます激化して業界の再編が進み、また企業の社会的責任が一層重視されるなど、経営環境は大

きく変化するものと予想されます。 

 このような状況を踏まえ、当社は平成17年度に策定した「長期ビジョン」として、当社グループが自主独立した全

国卸売業としての存在感を維持・拡大するための規模と収益を追求し、それを支える企業体質及び体制を構築すると

ともに、社会的な付加価値を創造する事業を通じての適正利益の確保及び企業市民としての両面から社会に貢献する

企業グループへの成長を掲げております。 

 数値目標につきましては、当社創立70周年（平成29年度）までの早い時期に、グループ売上高１兆円・経常利益

130億円をめざしております。 

  

（４）会社の対処すべき課題  

 当社グループが、自主独立の経営を維持し成長を続けるためには、卸売業の基本機能の充実とともに、環境の変化

に即した対応策を実行することにより、年度業績目標を着実に達成し、成果を積み上げることが重要な課題と認識

し、鋭意取り組んでおります。 

 直面する課題として、景気の先行き不透明感からくる消費力の更なる減退により、食品流通業界における価格競争

が収益圧迫要因となることが懸念されますので、当社グループは今後も引き続き利益管理の強化及び諸経費の削減を

図るとともに、与信管理には十分注力してまいります。  

 また、組織力の強化に向けた内部管理責任者研修、営業力の強化のための営業マン研修等による人材育成にも引き

続き取り組んでまいります。 

 なお、「企業の社会的責任」につきましては、本業を誠実に遂行することを基本として、Ｊ－SOX法対応を見据え

て構築した内部統制システムの整備・運用を維持しつつ、更なる統制レベルの向上を目指すとともに、環境問題をは

じめ会社に求められる様々な社会問題への対応にも真摯に取り組んでまいります。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※3  27,059 ※3  35,787

受取手形及び売掛金 ※3  71,593 ※3  77,465

有価証券 2,746 3,104

商品及び製品 11,156 10,668

仕掛品 3 3

原材料及び貯蔵品 398 373

繰延税金資産 692 745

未収消費税等 0 －

その他 7,454 3,753

貸倒引当金 △516 △485

流動資産合計 120,589 131,415

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2, ※3  17,316 ※2, ※3  15,915

機械装置及び運搬具（純額） ※2  2,234 ※2  1,868

工具、器具及び備品（純額） ※2  426 ※2  331

土地 ※3  24,208 ※3  23,721

リース資産（純額） ※2  214 ※2  834

建設仮勘定 137 56

有形固定資産合計 44,537 42,727

無形固定資産   

ソフトウエア 3,702 3,584

電話加入権 35 34

無形固定資産合計 3,738 3,619

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※3, ※4  21,031 ※1, ※3  19,897

長期貸付金 164 704

差入保証金 ※3  1,968 ※3  2,043

投資不動産（純額） － ※2  927

繰延税金資産 1,012 959

その他 4,078 3,890

貸倒引当金 △285 △197

投資その他の資産合計 27,968 28,226

固定資産合計 76,243 74,573

資産合計 196,833 205,988



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  109,851 ※3  119,912

短期借入金 141 66

リース債務 60 241

未払金 8,644 2,254

未払法人税等 2,531 2,580

未払消費税等 153 456

設備関係支払手形 19 4

未払費用 3,327 3,533

賞与引当金 1,031 1,047

役員賞与引当金 62 71

その他 163 182

流動負債合計 125,987 130,350

固定負債   

長期借入金 66 －

リース債務 153 603

繰延税金負債 122 46

退職給付引当金 5,229 5,400

役員退職慰労引当金 425 449

その他 836 1,020

固定負債合計 6,833 7,520

負債合計 132,820 137,871

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,934 5,934

資本剰余金 8,806 8,806

利益剰余金 48,495 52,482

自己株式 △858 △860

株主資本合計 62,377 66,362

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,246 1,341

繰延ヘッジ損益 △5 △2

評価・換算差額等合計 1,241 1,338

少数株主持分 394 416

純資産合計 64,012 68,116

負債純資産合計 196,833 205,988



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 653,924 665,640

売上原価 606,699 617,484

売上総利益 47,225 48,155

販売費及び一般管理費   

運搬費 15,228 14,681

貸倒引当金繰入額 218 －

貸倒損失 53 0

役員報酬 298 291

従業員給料及び手当 8,372 7,784

賞与引当金繰入額 953 969

役員賞与引当金繰入額 62 71

退職給付費用 554 565

役員退職慰労引当金繰入額 43 43

福利厚生費 1,323 1,361

減価償却費 2,532 2,873

賃借料 3,823 3,707

情報システム費 3,027 2,895

その他 3,692 3,593

販売費及び一般管理費合計 40,185 38,839

営業利益 7,039 9,316

営業外収益   

受取利息 139 126

受取配当金 306 313

不動産賃貸料 378 382

持分法による投資利益 93 －

その他 251 254

営業外収益合計 1,169 1,076

営業外費用   

支払利息 25 8

不動産賃貸費用 294 291

持分法による投資損失 － 90

その他 11 19

営業外費用合計 330 409

経常利益 7,878 9,983



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※1  0 ※1  0

投資有価証券売却益 0 35

貸倒引当金戻入額 － 3

移転補償金 15 －

償却債権取立益 － 87

補助金収入 － 32

負ののれん発生益 － 14

特別利益合計 15 175

特別損失   

固定資産売却損 ※2  0 ※2  24

固定資産除却損 ※3  15 ※3  29

電話加入権評価損 19 0

投資有価証券評価損 96 1,137

投資有価証券売却損 0 0

ゴルフ会員権評価損 1 －

減損損失 ※4  10 ※4  24

特別損失合計 143 1,217

税金等調整前当期純利益 7,750 8,941

法人税、住民税及び事業税 3,427 4,045

法人税等調整額 41 △179

法人税等合計 3,468 3,865

少数株主損益調整前当期純利益 － 5,075

少数株主利益 74 40

当期純利益 4,207 5,035



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,934 5,934

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,934 5,934

資本剰余金   

前期末残高 8,806 8,806

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,806 8,806

利益剰余金   

前期末残高 45,266 48,495

当期変動額   

剰余金の配当 △977 △1,048

当期純利益 4,207 5,035

当期変動額合計 3,229 3,986

当期末残高 48,495 52,482

自己株式   

前期末残高 △434 △858

当期変動額   

自己株式の取得 △424 △1

当期変動額合計 △424 △1

当期末残高 △858 △860

株主資本合計   

前期末残高 59,571 62,377

当期変動額   

剰余金の配当 △977 △1,048

当期純利益 4,207 5,035

自己株式の取得 △424 △1

当期変動額合計 2,805 3,985

当期末残高 62,377 66,362



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,309 1,246

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,062 95

当期変動額合計 △1,062 95

当期末残高 1,246 1,341

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 1 △5

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 2

当期変動額合計 △6 2

当期末残高 △5 △2

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,310 1,241

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,069 97

当期変動額合計 △1,069 97

当期末残高 1,241 1,338

少数株主持分   

前期末残高 363 394

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 21

当期変動額合計 30 21

当期末残高 394 416

純資産合計   

前期末残高 62,246 64,012

当期変動額   

剰余金の配当 △977 △1,048

当期純利益 4,207 5,035

自己株式の取得 △424 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,039 119

当期変動額合計 1,766 4,104

当期末残高 64,012 68,116



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,750 8,941

減価償却費 2,770 3,335

投資有価証券評価損益（△は益） 96 1,137

ゴルフ会員権評価損 1 －

負ののれん発生益 － △14

電話加入権評価損 19 0

減損損失 10 24

貸倒引当金の増減額（△は減少） 186 △119

退職給付引当金の増減額（△は減少） 74 171

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 24

賞与引当金の増減額（△は減少） △1 16

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 14 9

受取利息及び受取配当金 △445 △439

支払利息 25 8

貸倒損失 53 0

持分法による投資損益（△は益） △93 90

投資有価証券売却損益（△は益） 0 △35

有形固定資産売却損益（△は益） 0 23

有形固定資産除却損 15 29

補助金収入 － △32

売上債権の増減額（△は増加） △1,093 △5,792

たな卸資産の増減額（△は増加） 197 513

仕入債務の増減額（△は減少） △450 10,060

その他 871 △1,382

小計 10,011 16,571

利息及び配当金の受取額 449 440

利息の支払額 △25 △8

法人税等の支払額 △3,033 △3,586

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,402 13,417



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,000 －

定期預金の払戻による収入 5,000 －

有価証券の取得による支出 － △202

有形固定資産の取得による支出 △4,055 △1,237

有形固定資産の売却による収入 8 98

無形固定資産の取得による支出 △1,348 △1,463

補助金収入 － 32

投資有価証券の取得による支出 △1,724 △576

投資有価証券の売却による収入 0 270

投資有価証券の償還による収入 500 501

子会社株式の取得による支出 － △8

投資不動産の取得による支出 － △1

貸付けによる支出 △14 △416

貸付金の回収による収入 93 50

その他 － △168

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,541 △3,120

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △326 －

長期借入れによる収入 200 －

長期借入金の返済による支出 △174 △141

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △35 △224

配当金の支払額 △977 △1,048

少数株主への配当金の支払額 △1 △0

自己株式の取得による支出 △424 △1

従業員預り金制度廃止に伴う支出 △1,011 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,751 △1,416

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,890 8,880

現金及び現金同等物の期首残高 31,697 29,806

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  29,806 ※1  38,686



    該当事項はありません。    

      

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社  ８社 

 主要な連結子会社の名称については

「２．企業集団の状況」に記載してい

るため、省略しております。 

(1)      同左 

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

カトー酒販㈱  

マンナ運輸㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

カトー酒販㈱  

マンナ運輸㈱ 

  （連結の範囲から除いた理由）  

 非連結子会社６社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりません。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社８社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の非連結子会社数 ４社

持分法適用の関連会社数   ２社

 非連結子会社（カトー酒販㈱他３

社）及び関連会社（三陽物産㈱他１

社）に持分法を適用しております。 

 なお、非連結子会社２社（エフエフ

水産㈱他１社）は、重要性がないため

持分法の適用範囲から除いておりま

す。 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 ４社

持分法適用の関連会社数   ２社

 非連結子会社（カトー酒販㈱他３

社）及び関連会社（三陽物産㈱他１

社）に持分法を適用しております。 

 なお、非連結子会社４社（エフエフ

水産㈱他３社）は、重要性がないため

持分法の適用範囲から除いておりま

す。 

  (2) 非連結子会社の決算日は連結決算日

と一致しており、関連会社については

当該会社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。 

 ただし、三陽物産㈱については仮決

算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

(2)      同左 

３ 連結子会社の事業年度等に 

関する事項 

 連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。 

       同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しており

ます。） 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

       同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

       同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (ロ) デリバティブ 

時価法 

(ロ) デリバティブ 

同左 

  (ハ) たな卸資産 

   商品 

   先入先出法による原価法（収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法） 

(ハ) たな卸資産 

   商品 

同左        

  製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

  総平均法による原価法（収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法） 

（会計方針の変更）  

 当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」(企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分)を適

用し、評価基準については、原価法か

ら原価法（収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しておりま

す。 

製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

同左   

  

────── 

  

   なお、これによる損益への影響は軽

微であります。  

  

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。  

  ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）の

償却方法は定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 10年～45年 

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く）

同左  

  （追加情報） 

 平成20年度の法人税法の改正に伴

い、機械装置の耐用年数について見直

しを行い、当連結会計年度より耐用年

数の見積りの変更を実施しました。 

 これにより、当連結会計年度の営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ32百万円増加して

おります。 

────── 

  

  (ロ) 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(ロ) 無形固定資産（リース資産を除く）

同左 

  (ハ）リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

   なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年９月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。   

(ハ）リース資産 

同左  



項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (ニ)     ────── (ニ) 投資不動産 

定率法を採用しております。  

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）の

償却方法は定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 10年～45年  

(3) 重要な引当金の計上基準 (イ) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(イ) 貸倒引当金 

同左 

  (ロ) 賞与引当金 

 従業員の賞与金支給に備えるため、

賞与支給見込額を計上しております。

(ロ) 賞与引当金 

同左 

  (ハ) 役員賞与引当金 

 役員の賞与金支給に備えるため、役

員賞与支給見込額を計上しておりま

す。  

(ハ) 役員賞与引当金 

 同左   

  (ニ) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

より翌連結会計年度から費用処理して

おります。 

 また、過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

(ニ) 退職給付引当金 

同左 

  ────── （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付 

に係る会計基準」の一部改正（その 

３）」（企業会計基準第19号 平成20 

年７月31日公表分）を適用しておりま

す。 

 数理計算上の差異を翌連結会計年度

から償却するため、これによる営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生

する退職給付債務の差額の未処理残高

は618百万円であります。  

  (ホ) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(ホ) 役員退職慰労引当金 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 (イ) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たす為替

予約が付されている外貨建債務につい

ては、振当処理を行うこととしており

ます。 

(イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

     同左 

  (ハ) ヘッジ方針 

 当社は輸入取引の為替相場の変動リ

スク軽減のため、為替予約取引を行っ

ております。 

(ハ) ヘッジ方針 

同左 

  (ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して、為替の相場変

動を完全に相殺するものと見込まれる

ためヘッジの有効性の判定は省略して

おります。 

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(5) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

    

消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

(6) 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

──────  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。 同左 

６ 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

────── 



（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（リース取引に関する会計基準）  
 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従
来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企
業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第
一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号
(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員
会)、平成19年３月30日改正))を当連結会計年度から適用
し、通常の売買取引に係る会計処理に変更しておりま
す。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産の減価償却の方法については、リース期間
を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。 
 この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース
資産が214百万円計上されておりますが、損益に与える影
響は軽微であります。 
 なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度
前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引
き続き採用しております。 

 ────── 
   

────── 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 （不動産賃貸料及び不動産賃貸費用の計上区分の変更等）
 不動産賃貸料及び不動産賃貸費用については、従来、営
業外収益及び営業外費用として計上しておりましたが、
「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業
会計基準第20号 平成20年11月28日公表分）及び「賃貸等
不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日公表分）が
当連結会計年度より適用されることを契機に、当社及び連
結子会社が保有する各賃貸不動産の保有目的等を見直した
結果、当社グループ会社の事業の用に供するために賃貸す
る目的で保有する不動産に係る賃貸料及び賃貸費用につい
ては、当社の主たる事業目的に付随する業務により生じた
収入及び費用であることから、経営成績をより適切に表示
するため、当連結会計年度より売上高及び売上原価に計上
する方法に変更しております。この変更による損益への影
響は軽微であります。 
 また、上記と同様の事由により、従来、有形固定資産の
「建物及び構築物（純額）」及び「土地」に含めていた賃
貸不動産のうち、当社グループ会社以外に賃貸しているも
のについては、当連結会計年度より投資その他の資産の
「投資不動産（純額）」として表示しております。前連結
会計年度の「建物及び構築物（純額）」及び「土地」に含
めていた当該資産はそれぞれ497百万円、438百万円であり
ます。 

────── 
  
  

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 
 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 
平成20年12月26日公表分）、「連結財務諸表に関する会計
基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日公表
分）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」
（企業会計基準第23号 平成20年12月26日公表分）、「事
業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成
20年12月26日公表分）、「持分法に関する会計基準」（企
業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業
結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」
（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表
分）が平成21年４月１日以後開始する連結会計年度におい
て最初に実施される企業結合及び事業分離等から適用する
ことができることになったことに伴い、当連結会計年度よ
りこれらの会計基準等を適用しております。 



表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等 

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府 

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ11,383百万円、４百万円、368百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

（連結貸借対照表） 

 従来、連結貸借対照表上の流動資産の「その他」及び

「未払金」に含めていた売上債権及び仕入債務等の消費税

等相当額については、当連結会計年度より会計システム変

更の実施に合わせて、それぞれ、「受取手形及び売掛金」

及び「支払手形及び買掛金」並びに「未払費用」に含めて

おります。 

 なお、前連結会計年度で流動資産の「その他」及び「未

払金」に含めていた消費税等相当額の金額は以下のとおり

であります。 

 前連結会計年度連結貸借対照表において、流動資産の

「その他」に含めていた消費税等相当額の金額      

・受取手形及び売掛金           3,518百万円

 前連結会計年度連結貸借対照表において、「未払金」に

含めていた消費税等相当額の金額           

・支払手形及び買掛金           5,447百万円

・未払費用                 122百万円

（連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22

号 平成20年12月26日公表分）が平成21年４月１日以後開

始する連結会計年度から適用できることになったことに伴

い、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。  

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれていた従業員預り金（社内預

金）の増加・減少（△）額については、当連結会計年度に

制度を廃止したことに伴い「従業員預り金制度廃止に伴う

支出」として当連結会計年度より財務活動によるキャッシ

ュ・フローに区分掲記しております。  

 なお、前連結会計年度は、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に増加額が21百万円含まれておりま

す。  

────── 

  



（８）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成22年９月30日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次の

とおりであります。 

投資有価証券（株式） 1,254 百万円 投資有価証券（株式） 1,174 百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額 24,455 百万円 ※２ 有形固定資産減価償却累計額 24,500 百万円

   投資不動産減価償却累計額 1,267 百万円

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。

投資有価証券 764 百万円

差入保証金  3 百万円

受取手形及び売掛金  28 百万円

土地 21 百万円

建物及び構築物 33 百万円

現金及び預金 6 百万円

投資有価証券 612 百万円

差入保証金  5 百万円

受取手形及び売掛金  30 百万円

土地 48 百万円

建物及び構築物 89 百万円

現金及び預金 6 百万円

(2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 (2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 

支払手形及び買掛金 3,849 百万円 支払手形及び買掛金 4,346 百万円

※４ 投資有価証券の消費貸借契約 

  投資有価証券には消費貸借契約により、貸し付けて

いる有価証券214百万円が含まれております。 

※４        ────── 

  

 ５ 保証債務 

 下記の仕入債務他に対して保証を行っております。

 ５ 保証債務 

 下記の仕入債務に対して保証を行っております。 

三陽物産㈱他 14 百万円 三陽物産㈱ 12 百万円



（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 0 百万円 建物及び構築物 0 百万円

  機械装置及び運搬具 0 百万円

  合計  0 百万円

※２ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 0 百万円 建物及び構築物 9 百万円

  機械装置及び運搬具 0 百万円

  工具、器具及び備品 0 百万円

  土地 13 百万円

  合計 24 百万円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 8 百万円

機械装置及び運搬具 2 百万円

工具、器具及び備品 2 百万円

その他投資その他の資産  1 百万円

合計 15 百万円

建物及び構築物 25 百万円

機械装置及び運搬具 2 百万円

工具、器具及び備品 1 百万円

その他投資その他の資産  0 百万円

合計 29 百万円

※４ 減損損失 

 前連結会計年度において、当社グループは次の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。 

(1)減損損失を認識した資産 

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは次の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。 

(1)減損損失を認識した資産 

 当社グループは、事業所用資産については各支社

単位で、賃貸用資産及び遊休資産については各物件

単位で、資産のグルーピングを行っております。 

  

  

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 遊休資産については、継続的に時価が下落してい

るため、回収可能価額まで帳簿価額を減額し、減損

損失10百万円を計上しております。その内訳は土地

であります。 

用途 種類 場所 

遊休資産 土地  茨城県笠間市  

 当社グループは、事業所用資産については各事業

拠点単位で、賃貸用資産及び遊休資産については各

物件単位で、資産のグルーピングを行っておりま

す。 

  

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 遊休資産については、継続的に時価が下落してい

るため、回収可能価額まで帳簿価額を減額し、減損

損失を計上しております。その内訳は建物及び構築

物８百万円、土地16百万円であります。 

用途 種類 場所 

遊休資産 
建物及び構築物

土地  
 和歌山県新宮市  

 なお、上記資産の回収可能価額は、固定資産税評

価額を基に算定した正味売却価額を使用しておりま

す。 

  

 なお、上記資産の回収可能価額は、路線価及び固

定資産税評価額を基に算定した正味売却価額を使用

しております。 

  

(3)減損損失の金額 (3)減損損失の金額 

土地 10 百万円 建物及び構築物 8 百万円

土地 16 百万円



前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

 自己株式の増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 １千株 

市場買付による増加       300千株 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式                        

  普通株式  38,153  －  －  38,153

合計  38,153  －  －  38,153

自己株式                        

  普通株式  395  301  －  697

合計  395  301  －  697

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年12月19日 

定時株主総会 
普通株式  509  13.50 平成20年９月30日 平成20年12月22日 

平成21年５月12日 

取締役会 
普通株式  468  12.50 平成21年３月31日 平成21年６月９日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年12月18日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  543  14.50 平成21年９月30日 平成21年12月21日



当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

 自己株式の増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 ０千株 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式                        

  普通株式  38,153  －  －  38,153

合計  38,153  －  －  38,153

自己株式                        

  普通株式  697  0  －  698

合計  697  0  －  698

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年12月18日 

定時株主総会 
普通株式  543  14.50 平成21年９月30日 平成21年12月21日 

平成22年５月11日 

取締役会 
普通株式  505  13.50 平成22年３月31日 平成22年６月８日 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年12月17日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  749  20.00 平成22年９月30日 平成22年12月20日



  

  ａ．事業の種類別セグメント情報 

     前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「食品卸売事業」

の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

     当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「食品卸売事業」

の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  ｂ．所在地別セグメント情報 

      前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

      当社及び連結子会社は、全て本邦に所在するため、所在地別セグメント情報に該当する事項はありません。

      当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

      当社及び連結子会社は、全て本邦に所在するため、所在地別セグメント情報に該当する事項はありません。

  ｃ．海外売上高  

   前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

    当社及び連結子会社は、海外売上高がないため該当する事項はありません。 

   当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 当社及び連結子会社は、海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 27,059百万円

有価証券勘定に含まれる償還期間 

３ヶ月以内の追加型公社債投資信託 
2,746百万円

現金及び現金同等物 29,806百万円

現金及び預金勘定 35,787百万円

有価証券勘定に含まれる償還期間 

３ヶ月以内の追加型公社債投資信託 
2,899百万円

現金及び現金同等物 38,686百万円

（セグメント情報）



（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成22年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

（流動の部）           

繰延税金資産           

賞与引当金 422百万円

未払事業税 174百万円

貸倒引当金  171百万円

その他 146百万円

繰延税金資産小計 915百万円
評価性引当額 △199百万円

繰延税金資産合計 716百万円
  繰延税金負債との相殺 △23百万円

   繰延税金資産の純額  692百万円
            
 繰延税金負債           

 固定資産圧縮積立金 11百万円

特別償却準備金 11百万円

 繰延税金負債合計 23百万円
繰延税金資産との相殺 △23百万円

 繰延税金負債の純額 －  
        

        

（固定の部）       

 繰延税金資産       

貸倒引当金 56百万円

  退職給付引当金 2,323百万円

役員退職慰労引当金 172百万円

  繰越欠損金 217百万円

 その他 554百万円

 繰延税金資産小計 3,324百万円
評価性引当額 △835百万円

繰延税金資産合計 2,489百万円
繰延税金負債との相殺 △1,477百万円

繰延税金資産の純額 1,012百万円
        

 繰延税金負債        

  固定資産圧縮積立金  593百万円

  特別償却準備金  70百万円

  その他有価証券評価差額金  935百万円

繰延税金負債合計  1,599百万円
  繰延税金資産との相殺  △1,477百万円

繰延税金負債の純額  122百万円

（流動の部）           

繰延税金資産           

賞与引当金 425百万円

未払事業税 211百万円

貸倒引当金  157百万円

その他 126百万円

繰延税金資産小計 921百万円
評価性引当額 △148百万円

繰延税金資産合計 773百万円
  繰延税金負債との相殺 △27百万円

   繰延税金資産の純額  745百万円
            
 繰延税金負債           

 固定資産圧縮積立金 13百万円

特別償却準備金 12百万円

その他 1百万円

 繰延税金負債合計 27百万円
繰延税金資産との相殺 △27百万円

 繰延税金負債の純額 －  
        

（固定の部）       

 繰延税金資産       

貸倒引当金 37百万円

  退職給付引当金 2,472百万円

役員退職慰労引当金 182百万円

  繰越欠損金 129百万円

 その他 776百万円

 繰延税金資産小計 3,598百万円
評価性引当額 △1,065百万円

繰延税金資産合計 2,533百万円
繰延税金負債との相殺 △1,573百万円

繰延税金資産の純額 959百万円
        

 繰延税金負債        

  固定資産圧縮積立金  590百万円

  特別償却準備金  64百万円

  その他有価証券評価差額金  965百万円

繰延税金負債合計  1,620百万円
  繰延税金資産との相殺  △1,573百万円

繰延税金負債の純額  46百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  
３  平成20年４月30日に「地方法人特別税等に関する暫

定措置法」（平成20年法律第25条）が公布されたた
め、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する
法定実効税率が変更されております。 

   なお、この変更による前連結会計年度の連結貸借対
照表に与える影響額は軽微であります。  

  （単位％）

法定実効税率 40.6
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.2

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△1.2

住民税等均等割 1.2
修正申告による影響  1.6
評価性引当額  1.3
その他 0.0

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

44.7

   
３         ────── 

  （単位％）

法定実効税率 40.6
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.2

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△1.1

住民税等均等割 1.1
過年度法人税等 1.0
評価性引当額  1.2
その他 △0.8

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

43.2



前連結会計年度（平成21年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証

券評価損80百万円を計上しております。 

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（有価証券関係）

種類 
取得原価 
（百万円） 

 連結貸借対照表 
 計上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式  7,571  10,815  3,244

(2）債券                   

  その他  500  527  27

(3）その他  313  314  1

小計  8,385  11,658  3,272

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式  4,781  3,656  △1,125

(2）債券                  

その他  2,983  2,675  △307

(3）その他  －  －  －

小計  7,764  6,332  △1,432

合計  16,150  17,990  1,840

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円） 

 0  0  0

  連結貸借対照表計上額

Ｍ・Ｍ・Ｆ 2,746 百万円

子会社株式及び関連会社株式 1,254 百万円

非上場株式 1,786 百万円

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１ 債券                        

(1）社債  －  －  －  －

(2）その他  －  527  1,200  1,474

２ その他  －  －  －  －

合計  －  527  1,200  1,474



当連結会計年度（平成22年９月30日） 

１  その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,775百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて 

   困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

  

３  減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、有価証券について1,137百万円（その他有価証券の株式1,137百万円）減損処理を行

っております。 

 なお、減損処理にあたっては、その他有価証券で時価のある有価証券については、期末における時価が取得原

価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性等を

考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 また、時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券については、期末における発行会社の財

政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込があると認められた場合を除き減損処理を行っておりま

す。   

種類 
連結貸借対照表   
計上額（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式  9,342  6,423  2,918

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  547  534  13

(3）その他  322  317  4

小計  10,212  7,276  2,936

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式  4,277  4,923  △645

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  2,663  2,867  △204

(3）その他  －  －  －

小計  6,940  7,791  △850

合計  17,153  15,067  2,085

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1）株式 270 35 0 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 270 35 0 



  １ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として企業年金基金及び退職一時金制度を、連結子会社については退職一時金制度を設

けております。 

    また、当社は退職給付信託を設定しております。 

  ２ 退職給付債務に関する事項 

（退職給付関係）

    
前連結会計年度 

（平成21年９月30日現在） 
当連結会計年度 

（平成22年９月30日現在）

① 退職給付債務（注）１ （百万円）  △8,784  △9,731

② 年金資産 （百万円）  2,476  2,506

③ 退職給付信託 （百万円）  1,506  1,462

④ 未積立退職給付債務（①＋②＋③） （百万円）  △4,801  △5,763

⑤ 未認識数理計算上の差異 （百万円）  386  1,006

⑥ 未認識過去勤務債務（債務の減額）（注）２（百万円）  △813  △644

⑦ 退職給付引当金（④＋⑤＋⑥） （百万円）  △5,229  △5,400

前連結会計年度 
（平成21年９月30日現在） 

  
当連結会計年度 

（平成22年９月30日現在） 

 （注）１ 連結子会社は、退職給付債務の算定に当

たり、簡便法を採用しております。 

   （注）１       同左 

２ 当社は平成16年４月１日付にて退職金規

程の一部改定を実施し、また同年７月１

日付にて企業年金基金へ移行したことに

より過去勤務債務（債務の減額）が発生

しております。 

  ２       同左 



  ３ 退職給付費用に関する事項 

  ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日）

① 勤務費用（注）１ （百万円）  502  506

② 利息費用 （百万円）  154  154

③ 期待運用収益 （百万円）  △66  △61

④ 数理計算上の差異の費用処理額 （百万円）  149  150

⑤ 過去勤務債務の費用処理額（注）２ （百万円）  △169  △169

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） （百万円）  570  580

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

  
当連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

 （注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は「① 勤務費用」に計上して

おります。 

   （注）１       同左 

２ 「２ 退職給付債務に関する事項」の

（注）２に記載の過去勤務債務に係る当

期の費用処理額であります。 

  ２       同左 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

② 割引率 2.0％ 1.5％ 

③ 期待運用収益率 2.5％ 同左 

④ 数理計算上の差異の処理年数 10年 同左 

  （発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額

法により、翌連結会計年度から費

用処理しております。） 

同左 

  

  

  

⑤ 過去勤務債務の処理年数 10年 同左 

  

（発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額

法により、発生年度から費用処理

しております。） 

同左 

  

  

  



 （注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益 

  前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

 リース取引、関連当事者情報、金融商品、デリバティブ取引、ストック・オプション等、企業結合等、賃貸等不動

産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しており

ます。 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額          1,698円51銭           円 銭 1,807 55

１株当たり当期純利益    112円15銭     円 銭 134 44

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

同左 

    
前連結会計年度末 

（平成21年９月30日） 
当連結会計年度末 

（平成22年９月30日） 

連結貸借対照表の純資産額の

合計額 
（百万円）  64,012  68,116

普通株式に係る純資産額 （百万円）  63,618  67,700

差額の内訳 

 少数株主持分 
（百万円）  394  416

普通株式の発行済株式数 （千株）  38,153  38,153

普通株式の自己株式数 （千株）  697  698

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数 
（千株）  37,455  37,454

    
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当期純利益 （百万円）  4,207  5,035

普通株主に帰属しない金額 （百万円）  ―  ―

普通株式に係る当期純利益 （百万円）  4,207  5,035

期中平均株式数 （千株）  37,514  37,454

（重要な後発事象）

（開示の省略）



 （１）仕入実績  

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当連結会計年度の仕入実績を商品別に示すと、次のとおりであり

ます。 

  

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 （２）販売実績 

   事業の種類別セグメントを記載していないため、当連結会計年度の販売実績を商品別に示すと、次のとおりであり

ます。 

  

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．仕入及び販売の状況

区  分 
前連結会計年度 当連結会計年度 

増減比 
金  額 金  額 

        百万円       百万円      ％ 

要冷品 81,641   82,809   1.4  

インスタント 

(缶詰・レトルトを含む) 
118,978   122,086   2.6  

乾物・穀類 36,916   35,694   △3.3  

飲料 123,492   128,309   3.9  

酒類 52,160   51,379   △1.5  

嗜好品 72,725   69,994   △3.8  

調味料 101,702   108,242   6.4  

その他 18,879   18,498   △2.0  

合  計 606,496   617,014   1.7  

区  分 
前連結会計年度 当連結会計年度 

増減比 
金  額 金  額 

        百万円       百万円      ％ 

要冷品 91,082   92,390   1.4  

インスタント 

(缶詰・レトルトを含む) 
133,390   138,247   3.6  

乾物・穀類 43,919   43,272   △1.5  

飲料 119,873   123,324   2.9  

酒類 55,831   55,037   △1.4  

嗜好品 79,641   76,572   △3.9  

調味料 109,988   117,608   6.9  

その他 20,196   19,187   △5.0  

合  計 653,924   665,640   1.8  



（平成22年９月期） 

（１）商品別 

  

  

（２）業態別 

   

  

（３）地域別 

売 上 高 構 成 比

区  分 当社実績 構成比 増減比 連結実績 構成比 増減比 

        百万円   ％   ％       百万円   ％   ％ 

要冷品 20,843   4.0   1.5   92,390   13.9   1.4  

インスタント 

（缶詰・レトルトを含む） 
136,511   26.2   3.4   138,247   20.7   3.6  

乾物・穀類 41,000   7.8   △1.5   43,272   6.5   △1.5  

飲料 120,951   23.1   2.3   123,324   18.5   2.9  

酒類 －   －   －   55,037   8.3   △1.4  

嗜好品 71,285   13.6   △2.1   76,572   11.5   △3.9  

調味料 113,771   21.8   7.2   117,608   17.7   6.9  

その他 18,150   3.5   △4.1   19,187   2.9   △5.0  

合  計 522,515   100.0   2.4   665,640   100.0   1.8  

区  分 当社実績 構成比 増減比 連結実績 構成比 増減比 

        百万円   ％   ％       百万円   ％   ％ 

大手スーパー 146,100   28.0   4.4   174,765   26.3   3.5  

地域大手スーパー 208,331   39.9   4.3   272,631   40.9   4.7  

単独スーパー・小売店 41,134   7.9   0.3   61,854   9.3   △1.0  

コンビニエンス 72,816   13.9   △3.4   86,160   12.9   △3.0  

卸問屋 41,900   8.0   △1.6   46,323   7.0   △5.4  

その他 12,230   2.3   3.8   23,904   3.6   △2.0  

合  計 522,515   100.0   2.4   665,640   100.0   1.8  

区  分 当社実績 構成比 増減比 連結実績 構成比 増減比 

        百万円   ％   ％       百万円   ％   ％ 

東北・北海道 48,996   9.4   4.7   51,107   7.7   4.6  

関東・甲信越 181,493   34.8   1.7   192,355   28.9   1.5  

東海 46,140   8.8   13.2   46,140   6.9   13.2  

関西 142,332   27.2   1.6   267,563   40.2   0.8  

中国・四国 56,456   10.8   1.6   58,811   8.8   1.2  

九州 47,083   9.0   △3.6   49,649   7.5   △3.3  

海外 12   0.0   －   12   0.0   －  

合  計 522,515   100.0   2.4   665,640   100.0   1.8  



６．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,027 33,818

受取手形 1,098 936

売掛金 ※3  57,679 ※3  62,633

有価証券 2,746 3,104

商品及び製品 9,257 8,663

仕掛品 2 1

原材料及び貯蔵品 40 37

繰延税金資産 602 588

未収入金 ※3  5,849 ※3  2,900

短期貸付金 ※3  1,387 ※3  1,169

その他 ※3  94 ※3  73

貸倒引当金 △493 △461

流動資産合計 103,294 113,466

固定資産   

有形固定資産   

建物 31,851 30,009

減価償却累計額 △16,889 △16,323

建物（純額） 14,961 13,686

構築物 1,624 1,562

減価償却累計額 △1,243 △1,229

構築物（純額） 380 332

機械及び装置 4,367 4,413

減価償却累計額 △2,506 △2,871

機械及び装置（純額） 1,861 1,541

車両運搬具 212 163

減価償却累計額 △170 △143

車両運搬具（純額） 41 20

工具、器具及び備品 1,494 1,441

減価償却累計額 △1,123 △1,155

工具、器具及び備品（純額） 370 286

土地 22,442 22,082

リース資産 228 1,012

減価償却累計額 △32 △213

リース資産（純額） 196 799

建設仮勘定 10 －

有形固定資産合計 40,265 38,749

無形固定資産   

ソフトウエア 3,603 3,485

電話加入権 28 28

無形固定資産合計 3,632 3,514



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  18,345 ※1  17,464

関係会社株式 2,110 2,119

出資金 147 279

長期貸付金 33 66

従業員に対する長期貸付金 20 10

関係会社長期貸付金 966 1,422

破産更生債権等 139 130

長期前払費用 71 53

差入保証金 1,446 1,459

敷金 1,112 1,044

建設協力金 2,162 2,037

投資不動産 － 1,853

減価償却累計額 － △1,107

投資不動産（純額） － 745

繰延税金資産 808 773

その他 154 153

貸倒引当金 △175 △160

投資評価引当金 △427 △427

投資その他の資産合計 26,915 27,172

固定資産合計 70,814 69,435

資産合計 174,109 182,901

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1, ※3  90,870 ※1, ※3  99,524

リース債務 56 231

未払金 ※3  7,327 1,721

未払法人税等 2,274 2,254

未払消費税等 77 417

未払費用 ※3  2,585 ※3  2,821

預り金 ※3  3,147 ※3  3,854

賞与引当金 791 795

役員賞与引当金 51 58

その他 8 5

流動負債合計 107,191 111,684

固定負債   

リース債務 140 577

退職給付引当金 4,191 4,271

役員退職慰労引当金 383 400

投資損失引当金 613 579

その他 458 601

固定負債合計 5,787 6,429

負債合計 112,978 118,114



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,934 5,934

資本剰余金   

資本準備金 8,806 8,806

資本剰余金合計 8,806 8,806

利益剰余金   

利益準備金 889 889

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 888 886

特別償却準備金 121 113

別途積立金 40,200 42,700

繰越利益剰余金 3,910 4,975

利益剰余金合計 46,008 49,563

自己株式 △858 △860

株主資本合計 59,889 63,444

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,245 1,346

繰延ヘッジ損益 △5 △2

評価・換算差額等合計 1,240 1,343

純資産合計 61,130 64,787

負債純資産合計 174,109 182,901



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

商品売上高 ※4  506,824 ※4  517,830

製品売上高 3,494 3,683

その他の売上高 － 1,001

売上高合計 510,319 522,515

売上原価   

商品期首たな卸高 9,178 9,083

当期商品仕入高 ※4  472,906 ※4  483,062

合計 482,084 492,146

商品期末たな卸高 9,083 8,450

商品売上原価 473,000 483,695

製品期首たな卸高 188 173

当期製品製造原価 2,218 2,130

合計 2,406 2,304

製品期末たな卸高 173 212

製品売上原価 2,232 2,091

その他の原価 － 823

売上原価合計 475,233 486,610

売上総利益 35,086 35,904

販売費及び一般管理費   

運搬費 10,383 9,575

広告宣伝費 171 181

旅費及び交通費 412 396

貸倒引当金繰入額 201 －

貸倒損失 53 －

役員報酬 201 194

従業員給料及び手当 5,832 5,372

賞与引当金繰入額 742 745

役員賞与引当金繰入額 51 58

退職給付費用 420 430

役員退職慰労引当金繰入額 35 35

福利厚生費 950 994

交際費 124 125

通信費 153 152

水道光熱費 380 356

消耗品費 111 104

租税公課 573 522

減価償却費 2,297 2,623

修繕費 100 142

保険料 57 42

賃借料 3,202 3,109

情報システム費 2,208 2,075

雑費 572 521

販売費及び一般管理費合計 29,237 27,762

営業利益 5,848 8,141



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業外収益   

受取利息 117 71

有価証券利息 42 70

受取配当金 336 346

不動産賃貸料 ※4  726 ※4  499

雑収入 178 185

営業外収益合計 1,400 1,173

営業外費用   

支払利息 35 27

不動産賃貸費用 503 426

雑損失 1 3

営業外費用合計 541 457

経常利益 6,707 8,857

特別利益   

固定資産売却益 ※1  0 ※1  0

投資有価証券売却益 0 34

貸倒引当金戻入額 － 4

投資評価引当金戻入額 260 －

投資損失引当金戻入額 － 84

償却債権取立益 － 77

補助金収入 － 31

特別利益合計 260 233

特別損失   

固定資産売却損 ※2  0 ※2  23

固定資産除却損 ※3  1 ※3  28

電話加入権評価損 19 －

投資有価証券評価損 92 874

投資有価証券売却損 0 0

投資損失引当金繰入額 － 50

ゴルフ会員権評価損 1 －

減損損失 ※5  10 －

特別損失合計 125 977

税引前当期純利益 6,842 8,112

法人税、住民税及び事業税 3,030 3,530

法人税等調整額 151 △21

法人税等合計 3,181 3,508

当期純利益 3,660 4,604



 （注）※ 主な内訳は次のとおりであります。 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 原材料費          1,616  72.9        1,532  72.0

Ⅱ 労務費          195  8.8        205  9.6

Ⅲ 経費 ※        405  18.3        391  18.4

当期総製造費用          2,217  100.0        2,129  100.0

期首仕掛品たな卸高           3              2      

合計          2,220              2,131      

期末仕掛品たな卸高           △2              △1      

当期製品製造原価          2,218              2,130      

                                       

前事業年度 当事業年度 

項目 金額（百万円） 項目 金額（百万円） 

減価償却費  75 減価償却費  69

水道光熱費  55 水道光熱費  57

修繕費  17 消耗品費  16

消耗品費  16 修繕費  14

（原価計算の方法） （原価計算の方法） 

 単純総合原価計算による実際原価計算であります。 同左 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,934 5,934

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,934 5,934

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 8,806 8,806

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,806 8,806

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 889 889

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 889 889

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 906 888

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 － 15

固定資産圧縮積立金の取崩 △18 △17

当期変動額合計 △18 △1

当期末残高 888 886

特別償却準備金   

前期末残高 － 121

当期変動額   

特別償却準備金の積立 121 9

特別償却準備金の取崩 － △17

当期変動額合計 121 △8

当期末残高 121 113

別途積立金   

前期末残高 38,400 40,200

当期変動額   

別途積立金の積立 1,800 2,500

当期変動額合計 1,800 2,500

当期末残高 40,200 42,700



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,130 3,910

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 － △15

固定資産圧縮積立金の取崩 18 17

特別償却準備金の積立 △121 △9

特別償却準備金の取崩 － 17

別途積立金の積立 △1,800 △2,500

剰余金の配当 △977 △1,048

当期純利益 3,660 4,604

当期変動額合計 780 1,065

当期末残高 3,910 4,975

利益剰余金合計   

前期末残高 43,325 46,008

当期変動額   

剰余金の配当 △977 △1,048

当期純利益 3,660 4,604

当期変動額合計 2,682 3,555

当期末残高 46,008 49,563

自己株式   

前期末残高 △434 △858

当期変動額   

自己株式の取得 △424 △1

当期変動額合計 △424 △1

当期末残高 △858 △860

株主資本合計   

前期末残高 57,630 59,889

当期変動額   

剰余金の配当 △977 △1,048

当期純利益 3,660 4,604

自己株式の取得 △424 △1

当期変動額合計 2,258 3,554

当期末残高 59,889 63,444



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,211 1,245

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △966 101

当期変動額合計 △966 101

当期末残高 1,245 1,346

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 1 △5

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 2

当期変動額合計 △6 2

当期末残高 △5 △2

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,213 1,240

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △972 103

当期変動額合計 △972 103

当期末残高 1,240 1,343

純資産合計   

前期末残高 59,844 61,130

当期変動額   

剰余金の配当 △977 △1,048

当期純利益 3,660 4,604

自己株式の取得 △424 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △972 103

当期変動額合計 1,285 3,657

当期末残高 61,130 64,787



    該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価
方法 

子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 
同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算期末日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は、全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。） 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

２ デリバティブ等の評価基準 
及び評価方法 

デリバティブ 
時価法 

デリバティブ 
同左 

３ たな卸資産の評価基準及び 
評価方法 

商品 
 先入先出法による原価法（収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法） 

商品 
同左 

  製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 
 総平均法による原価法（収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法） 
  （会計方針の変更）  
 当事業年度より「棚卸資産の評価に
関する会計基準」(企業会計基準第９
号 平成18年７月５日公表分)を適用
し、評価基準については、原価法から
原価法（収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）により算定しておりま
す。  
 なお、これによる損益への影響は軽
微であります。  

製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 
同左  

   
────── 

４ 固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）の
償却方法は定額法によっております。
  なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。 
建物及び構築物 10年～45年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）
      同左 

  （追加情報） 
 平成20年度の法人税法の改正に伴
い、機械装置の耐用年数について見直
しを行い、当事業年度より耐用年数の
見積りの変更を実施しました。 
 これにより、当事業年度の営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益
は、それぞれ16百万円増加しておりま
す。  

────── 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法を採用しております。 
 なお、自社利用のソフトウエアにつ
いては社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）
同左 

  (3）リース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法を採用しておりま
す。 
 なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始日
が平成20年９月30日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
す。   

(3）リース資産 
同左 



項目 
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (4)          ────── 

  

(4) 投資不動産 

 定率法を採用しております。  

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）の

償却方法は定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 10年～45年 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与金支給に備えるため、

賞与支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

 役員の賞与金支給に備えるため、役

員賞与支給見込額を計上しておりま

す。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

より翌期から費用処理しております。

 また、過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  ────── 

  

 （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日公

表分）を適用しております。 

 数理計算上の差異を翌事業年度から償

却するため、これによる営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生す

る退職給付債務の差額の未処理残高は

618百万円であります。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 



項目 
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (6）投資評価引当金 

 関係会社への投資に対する損失に備

えるため、その資産内容等を勘案して

必要と認められる金額を計上しており

ます。 

(6）投資評価引当金 

同左 

  (7）投資損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備えるた

め、その資産状態等を勘案し、出資金

額を超えて、当社が負担することとな

る損失見込額を計上しております。 

(7）投資損失引当金 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たす為替

予約が付されている外貨建債務につい

ては、振当処理を行うこととしており

ます。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

      同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は輸入取引の為替相場の変動リ

スク軽減のため、為替予約取引を行っ

ております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して、為替の相場変

動を完全に相殺するものと見込まれる

ため、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のための

重要な事項 

    

消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 



（６）重要な会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（リース取引に関する会計基準） 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従
来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業
会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部
会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する
会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成
６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平
成19年３月30日改正))を当事業年度から適用し、通常の売
買取引に係る会計処理に変更しております。また、所有権
移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価
償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用しております。  
 この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース資
産が196百万円計上されておりますが、損益に与える影響
は軽微であります。 
 なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度前
の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採
用しております。 

────── 

────── 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

────── 
  

 （不動産賃貸料及び不動産賃貸費用の計上区分の変更等）
 不動産賃貸料及び不動産賃貸費用については、従来、営
業外収益及び営業外費用として計上しておりましたが、
「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業
会計基準第20号 平成20年11月28日公表分）及び「賃貸等
不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日公表分）が
当事業年度より適用されることを契機に、当社が保有する
各賃貸不動産の保有目的等を見直した結果、当社グループ
会社の事業の用に供するために賃貸する目的で保有する不
動産に係る賃貸料及び賃貸費用については、当社の主たる
事業目的に付随する業務により生じた収入及び費用である
ことから、経営成績をより適切に表示するため、当事業年
度より「その他の売上高」及び「その他の原価」に計上す
る方法に変更し、それぞれ259百万円、134百万円計上して
おります。 
 また、上記と同様の事由により、従来、有形固定資産の
「建物（純額）」、「構築物（純額）」及び「土地」に含
めていた賃貸不動産のうち、当社グループ会社以外に賃貸
しているものについては、当事業年度より投資その他の資
産の「投資不動産（純額）」として表示しております。前
事業年度の「建物（純額）」、「構築物（純額）」及び
「土地」に含めていた当該資産はそれぞれ407百万円、３
百万円、289百万円であります。 
 （企業結合に関する会計基準等の適用） 
 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平
成20年12月26日公表分）、「「研究開発費等に係る会計基
準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26
日公表分）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計
基準第７号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業
会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）が平
成21年４月１日以後開始する事業年度において最初に実施
される企業結合及び事業分離等から適用することができる
ことになったことに伴い、当事業年度よりこれらの会計基
準等を適用しております。  



表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度におい

て、「商品」「製品」「半製品」「原材料」として掲記

していたものは、当事業年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

 なお、前事業年度で「半製品」としていたものについ

ては、その性質が「仕掛品」と見なすことが妥当である

と考え、「仕掛品」に含めております。 

（貸借対照表） 

 従来、貸借対照表上の「未収入金」及び「未払金」に含め

ていた売上債権及び仕入債務等の消費税等相当額について

は、当事業年度より会計システム変更の実施に合わせて、そ

れぞれ、「売掛金」及び「買掛金」並びに「未払費用」に含

めております。 

 なお、前事業年度で「未収入金」及び「未払金」に含めて

いた消費税等相当額の金額は以下のとおりであります。 

 前事業年度貸借対照表において、「未収入金」に含めてい

た消費税等相当額の金額 

・売掛金                  2,890百万円

 前事業年度貸借対照表において、「未払金」に含めていた

消費税等相当額の金額 

・買掛金                  4,539百万円

・未払費用                  117百万円



  

（７）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年９月30日） 

当事業年度 
（平成22年９月30日） 

※１ 担保資産 

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産 

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 450 百万円 投資有価証券（株式） 380 百万円

(2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 (2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 

買掛金 1,629 百万円 買掛金 1,593 百万円

※２ 投資有価証券の消費貸借契約 

  投資有価証券には消費貸借契約により、貸し付け 

ている有価証券214百万円が含まれております。 

※２         ────── 

   

※３ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

※３ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 605 百万円

未収入金 180 百万円

短期貸付金 1,328 百万円

その他流動資産 9 百万円

買掛金 553 百万円

未払金 42 百万円

未払費用 258 百万円

預り金 3,091 百万円

売掛金 689 百万円

未収入金 124 百万円

短期貸付金 1,169 百万円

その他流動資産 6 百万円

買掛金 675 百万円

未払費用 317 百万円

預り金 3,779 百万円

 ４ 保証債務 

(1）下記の銀行借入金に対して保証を行っております。

 ４ 保証債務 

(1）下記の銀行借入金に対して保証を行っております。

ヤタニ酒販㈱ 208 百万円 ヤタニ酒販㈱ 66 百万円

(2）下記の仕入債務に対して保証を行っております。 (2）下記の仕入債務に対して保証を行っております。 

ヤタニ酒販㈱ 5,170 百万円

九州加藤㈱ 52 百万円

ケイ低温フーズ㈱ 28 百万円

三陽物産㈱ 14 百万円

合計 5,265 百万円

ヤタニ酒販㈱ 5,420 百万円

九州加藤㈱ 96 百万円

ケイ低温フーズ㈱ 28 百万円

三陽物産㈱ 12 百万円

合計 5,557 百万円



（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

車両運搬具 0 百万円 建物 0 百万円

  車両運搬具 0 百万円

  合計 0 百万円

※２ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

車両運搬具 0 百万円 建物 8 百万円

  構築物 1 百万円

  機械及び装置 0 百万円

  車両運搬具 0 百万円

  工具、器具及備品 0 百万円

  土地 13 百万円

  合計 23 百万円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 0 百万円 建物 24 百万円

機械及び装置 0 百万円

車両運搬具 1 百万円

工具、器具及び備品 0 百万円

合計 1 百万円

構築物 0 百万円

機械及び装置 0 百万円

車両運搬具 0 百万円

工具、器具及び備品 1 百万円

合計 28 百万円

※４ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。 

※４ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。 

商品売上高 3,679 百万円

当期商品仕入高 5,237 百万円

不動産賃貸料 398 百万円

商品売上高 3,711 百万円

当期商品仕入高 5,453 百万円

不動産賃貸料 155 百万円

※５  減損損失 

 前事業年度において、当社は次の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。 

(1)減損損失を認識した資産 

 当社は、事業所用資産については各支社単位で、賃

貸用資産及び遊休資産については各物件単位で、資産

のグルーピングを行っております。 

  

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 遊休資産については、継続的に時価が下落している

ため、回収可能価額まで帳簿価額を減額し、減損損失

10百万円を計上しております。その内訳は土地であり

ます。 

 なお、上記資産の回収可能価額は、固定資産税評価

額を基に算定した正味売却価額を使用しております。

  

(3)減損損失の金額 

用途 種類 場所 

遊休資産 土地 茨城県笠間市 

土地 10 百万円

※５         ────── 

  

  

  



  前事業年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  （変動事由の概要） 

   増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取りによる増加   １千株 

    市場買付による増加        300千株 

  当事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  （変動事由の概要） 

   増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取りによる増加   ０千株 

  

  前事業年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  当事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前事業年度末 
株式数(千株) 

当事業年度 
増加株式数(千株) 

当事業年度 
減少株式数(千株) 

当事業年度末 
株式数(千株) 

普通株式  395  301  ―  697

株式の種類 
前事業年度末 
株式数(千株) 

当事業年度 
増加株式数(千株) 

当事業年度 
減少株式数(千株) 

当事業年度末 
株式数(千株) 

普通株式  697  0  ―  698

（有価証券関係）



（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年９月30日） 

当事業年度 
（平成22年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

（流動の部）           

繰延税金資産           

賞与引当金 308百万円

未払事業税 149百万円

貸倒引当金  174百万円

その他 122百万円

繰延税金資産小計 754百万円
評価性引当額 △127百万円

繰延税金資産合計 626百万円
  繰延税金負債との相殺 △23百万円

   繰延税金資産の純額  602百万円
            
 繰延税金負債           

 固定資産圧縮積立金 11百万円

特別償却準備金 11百万円

 繰延税金負債合計 23百万円
繰延税金資産との相殺 △23百万円

 繰延税金負債の純額 －  
        
        

（固定の部）       

 繰延税金資産       

貸倒引当金 34百万円

  退職給付引当金 1,981百万円

役員退職慰労引当金 155百万円

  投資評価引当金 173百万円

 投資損失引当金  249百万円

 その他 207百万円

 繰延税金資産小計 2,802百万円
評価性引当額 △478百万円

繰延税金資産合計 2,323百万円
繰延税金負債との相殺 △1,515百万円

繰延税金資産の純額 808百万円
        

 繰延税金負債        

  固定資産圧縮積立金  593百万円

  特別償却準備金  70百万円

  その他有価証券評価差額金  851百万円

繰延税金負債合計  1,515百万円
  繰延税金資産との相殺  △1,515百万円

繰延税金負債の純額  －  

（流動の部）           

繰延税金資産           

賞与引当金 310百万円

未払事業税 182百万円

貸倒引当金  157百万円

その他 93百万円

繰延税金資産小計 744百万円
評価性引当額 △127百万円

繰延税金資産合計 616百万円
  繰延税金負債との相殺 △27百万円

   繰延税金資産の純額  588百万円
            
 繰延税金負債           

 固定資産圧縮積立金 13百万円

特別償却準備金 12百万円

その他 1百万円

 繰延税金負債合計 27百万円
繰延税金資産との相殺 △27百万円

 繰延税金負債の純額 －  
        

（固定の部）       

 繰延税金資産       

貸倒引当金 30百万円

  退職給付引当金 2,013百万円

役員退職慰労引当金 162百万円

  投資評価引当金 173百万円

 投資損失引当金  235百万円

 その他 418百万円

 繰延税金資産小計 3,034百万円
評価性引当額 △687百万円

繰延税金資産合計 2,346百万円
繰延税金負債との相殺 △1,573百万円

繰延税金資産の純額 773百万円
        

 繰延税金負債        

  固定資産圧縮積立金  590百万円

  特別償却準備金  64百万円

  その他有価証券評価差額金  919百万円

繰延税金負債合計  1,573百万円
  繰延税金資産との相殺  △1,573百万円

繰延税金負債の純額  －  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  
３   平成20年４月30日に「地方法人特別税等に関する暫

定措置法」（平成20年法律第25条）が公布されたた
め、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する
法定実効税率が変更されております。    

   なお、この変更による前事業年度の貸借対照表に与
える影響額は軽微であります。    

  （単位％）

法定実効税率 40.6
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.0

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△1.2

住民税等均等割 1.1
修正申告による影響  1.8
評価性引当額  3.1
その他 0.1

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

46.5

  
３          ────── 

  （単位％）

法定実効税率 40.6
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

0.9

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△1.0

住民税等均等割 1.0
過年度法人税等  1.2
評価性引当額  1.4
その他 △0.9

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

43.2



  （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  前事業年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

   該当事項はありません。  

  

  当事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

   該当事項はありません。  

  

（１）代表者の異動 

   該当事項はありません。 

  

（２）その他の役員の異動 

   該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額      1,632円08銭       円 銭 1,729 77

１株当たり当期純利益     97円59銭      円 銭 122 93

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

同左 

    
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当期純利益 （百万円）  3,660  4,604

普通株主に帰属しない金額 （百万円）  ―  ―

普通株式に係る当期純利益 （百万円）  3,660  4,604

普通株式の期中平均株式数 （千株）  37,514  37,454

（重要な後発事象）

７.役員の異動
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